
書式第 12号 (法第 28条関係)

平成 30年度 事 業 報 告 書

翌建」上自型二重ユニ△:__ユ杢二左」L」L生」iヱ£ ∠三
=」

塵全

1 事業の成果

昨年度で家庭的保育施設の運営事業を終了したことによる損失が大きく計上されました。研修事業に

つきましても自治体自らが主催するケースが増え、こちらも活動を増やすことはできませんでした。

昨今子どもを巡る痛ましい事件が増えております。すべての子どもが安心安全な生活を送れるよう、

引き続き努めてまいりたいと思います。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【32,785】 千円)

(2)その他の事業

今年度はその他の事業を実施していません。

事 業 報 告 用

定款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

チャイル ドマ
イ ンダーの普
及・啓蒙事業

自治体・法人・個人へ
のチャイル ドマイン
ダーによる託児サー
ビスの実施他

通期 各地 50人

保育サービスを

必 要 とす る

保護者

1200
人

21

チャイル ドマ
インダー育成
のための指導
事業

学校法人・教育機関ヘ
の教育パ ッケージの
提供

通期 事務局 0 人 専門学校生 40人 5,343

チャイル ドマ
インダーの質
の管理と向上
を図る事業

チャイルマインダー
総合補償制度 通期 事務局 0 人

チャイルト
・マインタ'

―活動会員
200人 249

チャイル ドマ
インダーの検
定事業

英国チャイル ドマイ
ンダー検定試験の主
催 。合格証発行

毎 月 各地 0 人

英国チャイルドマ

イングー養成講

座修了者

280人 8,098

子 どもに関わ
るすべての人
への研修事業

自治
民間
託に
の専

体・NPO法 人・
1事 業者か らの委
よる家庭的保育
門研修実施他

通期 各地 Э 人
家庭的保育

者
120人 15,914

チャ
育
通
ク
・

提

イルト'マインタ'一

成のための
信教育プ ロ
ラム開発及び
供事業

英国チャイル ドマイ
ンダー養成講座の提
供

通期 事務局 0 人

英国チャイルドマ

インダー養成講

座受講者

150人 2,390

家庭的保育施
設の運営事業

自治体の委託による
家庭的保育事業保育
所の運営

な し 事務局 5人 な し な し 770



書式第 13号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本丼イルドマインダー協会

平成 30年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)

743 650

66 000

600 000

チャイルドマインダーの普及・啓蒙事業収益
舟イルドマインダー育成のための指導事業収益
舟イルドマイカ・―の質の管理と向上を図る事業収益
チャイルドマイカ・―の検定事業収益
子どもに関わるすべての人への研修事業収益

20. 000

3. 127.680

234.900
4.619.800
9,378.925

ムチャ のルト
・マ の

5 その他の収益
受取利息

____壁収益
34

512. 153

512.187

A

収 益 計 23.763. 142

量__■_菫__用
i彙■

雑 給

1

40 000

518.800

売上原価
業務委託費
外注費
水道光熱費
印刷製本費
消耗品費
地代家賃
賃惜料
支払保険料
租税公課
減価償却費
旅費交通費
通信運搬費
会議費
諸会費
研修研究費
報酬手当
支払利息
為替差投
雑損失

の

32.784.881

業務委託費
水道光熱費
印刷製本費
消耗品費
地代家賃
支払保険料
租税公課
減価償却費
旅費交通費
通信運搬費
会議費
諾会費
研修研究費
報酬手当
支払利息
為替差損

368

295

251

912
184

732

'9412481

2181

611

586

898

381

539

103

496

1

2 の

5

` 
期 邑 : 1 1 : 減 1 A 【B

収

費 ,D

当 期 経 常 外 増 滅 饉 iC】 ― D △ 7.651,919)

正

十

△ 7 6553 9

32.226.001

37.366.472ヨi「
△ 13.603.33(



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成 30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本升イルドマインダー協会

現金預金

未収金

棚卸資産
立替金
未収還付税金
仮払金
前払費用

3,830,

1,121.

220,

435

952

696

000

752

000

000

5

1 36,74
建物付属設備
什器備品 36,74

2 82,000
電話加入権 82.000

3 の の 7,279,390

保証金

保険積立金
00,000
79.390

【A】 資 産 合 計 ①+② 14,032,970

74

長期借入金

4 8

，

』

十

2 74

買掛金
短期借入金
未払費用
前受金
預り金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

B-2

14,032,970

の

△ 7.正 399.655繰

正 25 249△

■F渭■■■



16 28条

平成 30年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本升イルドマインダー協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。

(])棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
建物付属設備及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

●
'消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 日

チャイルト'マインタ
・―

の普及・啓蒙
事業

チャイルト'マインタ
・―

育成のための

指導事業

チャイルト'マインタ
・―

の質の管理と
向上を図る事

業

チャイルト
・
マインタ

・―

の検定事業

子どもに関わ
るすべての人
への研修事業

チャイルト
‐
マインタ

‐―

育成のための

通信教育プロク
・

ラム開発及び提
供事業

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1'人 件費

雑給

福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
売上原価

業務委託費
外注費
水道光熱費
印刷製本費

消耗品費
地代家賃

賃借料
支払保険料

租税公課

減価償却費

旅費交通費
通信運搬費
会議費
諸会費
研修研究費
報酬手当
支払利息
為替差損
雑損失
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

20,000

511

3.127.680
80.025

234,900
6.010

4.519
115

800

644

9,378,925

239,970

1,560

39

000

916

20,511 3.207,705 240.910 4.635.444 9.618.895 1.599.916

550 86 1 2 1 6.468 124,453 258,251 4 2 957

550 86,121 6.468 124,453 258,251 42,957

11,186

56

65

189

5,614

848

8

70

509

727

7

31

24

1, 129

92

6

4 5

3

581

200

796

945

8,882
10,296

29,558

877.963

132,745
1,295

11,O16

79,631
113,800

1, 109

4,984

3,887
176,678
14, 524

1,080

7.170

131, 388

667

773

2.219

65,938

9,969
97

827

5,980

8.546
83

374

291

13.269
1,090

81

538

5, 8 4 2 60 9

12,836

14,879

42,714

268,742

191,

1,

15,

115,

164,

1,

7,

5,

255,

20,

1,

10.

830

872

920

075

452

603

202

617

317

988

561

361

3,711,992
5,245,976
1,474. 230

26, 686

41. 135

105, 177

2,632,736
376. 120

398,062
3, 885

33.036

628.670
341,252
11,807
14,945

11,657

529,803
43, 553

3, 240

21,501

739

872

025

568

4,433

5,137

14,745

437,907

66,

5,

39,

56,

214

649

497
721

764

555

488
943

125

247

542

8

2,

1,

8,

7.

3,580

20,606 5,257,359 242, 130 7.973.578 15.655.413 2,347. 140

___塑 」エ
△ 645

5,343,480

△ 2,135,775

248,598~~~~ 
△753=
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科 目
家庭的保育施
設の運営事業

事業部門計 管理部門 合 計

600,000

30. 111

630,111 19.953.492 3,809, 650 23,763. 142

0

40,000 558,800 H9.200 678.001

394,578

15,870

59,154

1,049

729,855 32.226.081 4.462.391 47

769.855 32.784.81 11 4,581,591 37,366,472

囚 △ 13.603.330

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(]'人件費

雑給
福利厚生費
人件費計

(2,その他経費
売上原価
業務委託費
外注費
水道光熱費
印刷製本費

消耗品費
地代家賃

賃借料
支払保険料

租税公課

減価償却費
旅費交通費
通信運搬費
会議費
諸会費
研修研究費

報酬手当

支払利息

為替差損
雑損失
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 ■ロヨ騒曰□囚□彊Π田 コ■ロヨ面甕四

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は△28,724,904円 ですが、そのうち600,000円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は△29,324,904円 です。

4.固 定資産の増減内訳

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

家庭的保育施設の

運営事業
キャリアアッフ

°
助成金

合計
0 6 0 0 000 600 000 0

600.000 600.000

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

建物付属設備

構築物

什器備品

無形固定資産

電話加入権
ソフトウェア

投資その他の資産

敷金

保証金

保険積立金

合計

4,843,

1.522,

5,416,

687

398

505

82,000

4.492,800

841,031

8,060,000

0 2.279.390

4, 388,463

1. 522,398

4, 641,605

4,492,800

841,031

3,060,000

455,224

0

774,900

82,000

0

0

5,000,000

2, 279,390

△ 455.223

△ 738,156

1

0

36,744

82.000

0

0

5,000,000

2.279.390

25.258.421 2.279.390 18.946. 297 8. 591.514 △ 1. 193.379 7.398.135



科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
0

13,344,000

5, 340, 180

13,344.000 5.340. 180

短期借入金
長期借入金

合計 7, 326.000 11,358.180

5.借 入金の増減内訳

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費については、売上比率に基づき按分しています。



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成 30年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本升イルドマイングー協会

ヽ 計 1 合  計

子どもに関わるすべての人への研修事業升スト
チャイルドマインダー育成のための通信教育プログラム開発及び提供事業テキストカ・イド

3,830,435

1,121.952

220. 696

49,000

940,752

40.000
432.000

49,0 00

1 121 952

200 413

前払費用

子どもに関わるすべての人への研修事業未収金

20,283

棚卸資産

940,752

40.000

662, 166

2.519,461
645, 640

3,168

仮払金
家庭的保育施設の運営事業保育士奨学金

チャイルドマインダーの普及・啓蒙事業杉並子育て応援券
未収還付税金

消費税還付金

立替金

現金預金

手元現 ^
_年 仇 立

内営:41153曇]金

固定量産
,74

36,742
36,744

形固定

郵便料金計器
の

什器備品

建物付属設備
主たる事業所家賃移転に伴う工事

82,000
所

(2
電話加入権

た る

保証舎‐ス事業所賃貸保証金保X:冒‐ 5.000,000

2.279.390

3 の の 7 7

2 27

5,000,000

]定資産合計  ・・・② 7.398.135

【A】 資 産 合 計 ①+② 14,032,970

の

32,749,87

113,729

100,000

預り金 35.471

74 7

未払費用

100 000

35 471

31,150,494

1.350,180

諸経費

未払金
事業諸経費

短期借入金
NC皿い

pl.」」,_4941

_上 35p_,lmi

l13,7291

前受金
次年度年会費

]定負債

10,008,00
長期借入金

-1

，

一

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 42,757,874

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 △ 28,724,904

1



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 30年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名■)

特定非営利 動法人 日本チャイル ドマインダー協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

1 理事 監事

_ンウチ  クミコ

西内 久美子

平成30年 4月 1日

平成30年 12月 25日

年

年

月

月

日

日

2 監 事

シノハラ キンコ

篠原 欣子

平成30年 4月 1日

平成30年 12月 25日

年1   月   日

年  月  日

3 監事

マキウチ  ミエコ

牧内 美恵子

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

4 監 事

ヒラモト  テルマ

平本 照磨

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年   月  日

年  月  日

5 監事

シラクラ  フサコ

白倉 房子

平成30年 12月 25日

平成31年 3月 31日

年   月  日

年  月  日

6 理 事

シト
・
リ  カツヒサ

志鳥 勝久

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年  月  日

年1   月   日

年:   月   日

年   月   日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_旦杢量 イと上マインダー協金

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
畠中 宗一

2
竹原 敬二

3
白倉 房子

4 馬場 博規

5
加藤 圭子

6 坂井 紀代子

7
西川 友子

8
志鳥 勝久

9
坂田 知巳

10
鷹野 泉

11

12


